
地 域 再 生 計 画 

 
１ 地域再生計画の名称 
   “ｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想”の実現に向けた雇用増大プラン 
 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
   福岡県・飯塚市 
 
３ 地域再生計画の区域 
   飯塚市の全域 
 
４ 地域再生計画の目標 
（１）“ｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想” 
  飯塚市では、旧産炭地域からＩＴ産業集積都市への転換を図り、地域経済

の活性化に向け、“ｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想”を掲げ、新産業創出に

向けた取り組みを進め、「日本一創業しやすい街づくり」を目指している。 
  “ｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想”とは、産学官の強い連携の元、「産学

官連携」、「ベンチャー支援」、「人材育成」、「企業誘致・案件創出」という４

つの観点から、新産業創出に向けた具体的な取り組み（後述）を進めている。

また、トライバレー委員会を組織し、各領域の取り組みの実施状況や成果を

評価し、改善施策の検討を行っている。 
  さらに平成１５年４月には本構想のコア施設としての「ｅ－ＺＵＫＡトラ

イバレーセンター」をオープンさせ、研究スペースを提供して集積している

大学や民間の研究機関、産業支援機関などと連携しながら、この地から新し

い産業・ビジネスを発信できるよう支援を行っている。 
  このような活動が認められ、平成１６年６月には「経済産業大臣賞」受賞

まで至っている。 
  福岡県においても、飯塚市に福岡県立飯塚研究開発センターを設置し、九

州工業大学情報工学部などの頭脳資源を背景に、(財)福岡県産炭地振興セン
ターより受託を受けて、産炭基金を活用した研究開発事業や、新たなプロジ

ェクトの導入に向けて、地域産学官による共同研究を支援している。 
① 産学官連携事業 
独創的なアイデアの実用化を目指し、研究テーマの探索、研究課題の

解決等の活動支援や、新技術・新製品の開発を行うプロジェクトの支援

を行うとともに、地場企業の技術の高度化、新分野進出、競争力強化の



ため、大学や研究機関の技術シーズの移転、共同研究の推進、技術アド

バイス等を促進するための産学技術交流事業を実施している。 
② ベンチャー支援事業 
大学発ベンチャーの起業時の障壁を取り払い、ＩＴ系の起業予備軍や

企業、革新的経営を目指す企業等を効果的に育成するため、スタートア

ップの負担軽減を図るための施策を展開している。また発展段階に応じ

たきめ細やかなアドバイスを実施し、ベンチャー企業の安定的成長を促

進している。 
③ 人材育成事業 
起業後の人材への経営戦略、会計、法務、パテント等の知識・経験補

強を図るため、Ａ起業家育成プログラム（起業家マインドの涵養とビジ

ネスプラン作成能力向上のための実践的教育等）、Ｂ長期的視点にたって

経済のグローバル化に対応できる人材の育成、Ｃ地域活性化に貢献でき

る人材の育成を行っている。 
④ 企業誘致・案件創出事業 
「飯塚企業誘致促進本部」を設置し、中央の情報収集のため、在京の

企業と企業誘致アドバイザー契約を締結するなど誘致活動体制の強化整

備を進め、福岡県や関係各機関との連携を図りながら、ＩＴ産業集積の

即効薬として、今後の企業集積の核となりうる企業を誘致している。ま

た隔年、東京において企業立地セミナーを開催し飯塚市のポテンシャル

や産業支援機能などのＰＲに努めている。 
◆ベンチャー企業１００社創出構想を中心とした“ｅ－ＺＵＫＡトライバ

レー構想”を掲げ、進捗状況をフォローしている。ここ数年でＩＴ系を

中心としたベンチャー企業４７社創出した。 
◆大学発ベンチャー全国７９９社中、飯塚市に本社を置く企業は１１社

（飯塚市では、ラボ等の研究機能を持つ企業もカウントしているため、

大学発ベンチャー１７社）となっており、九州工業大学情報工学部、近

畿大学九州工学部を母体とした企業が多数ある。かつ他のベンチャー企

業の多くが産学官連携によるプロジェクトを推進しており、地域におけ

る産学官連携モデルを構築している。 
◆九州シリコンクラスター（九州経済産業局）、知的クラスター創生事業

（文部科学省）、シリコンシーベルト福岡構想（福岡県）などと連携し、

技術力を有する半導体関連ベンチャー企業を創出する動きが活発化し

ている。 
◆スタンフォード大学をはじめとしたシリコンバレー地区との産業交流、

近畿大学のドイツのヘンケル社との共同プロジェクト、イギリスとの経



済ミッション、留学生の起業化促進など、海外のネットワークを活用し

た産学官連携を積極的に展開している。 
◆大学生の産業活動に対する支援、高校生のシリコンバレーへの派遣事業

など、新産業を創出するための人材育成を積極的に展開しており、幅広

い産学官連携のスキームを構築している。 
（２）課題 
   “ｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想”を推進し、「飯塚アジアＩＴ特区」の

認定を受けるなかで、地域のイメージは向上し、ひいては複数のコールセ

ンターの企業誘致が進んだものの、即戦力を必要とする進出企業の求める

人材と、地元求職者の資質のミスマッチは否めない。また、進出コールセ

ンターにおいては、年次計画で段階を追った雇用計画を立てており、スタ

ートアップ時の少数のニーズには地元で対応が可能な部分もあるが、今後

計画が進むにつれ、絶対数の不足は避けられないと予想される。よって、

喫緊に人材育成事業などを実施する必要が生じている。 
   またコールセンター以外の進出企業にも対応するため、より細やかなコ

ンサルティングを実施する相談窓口を設置し、地域全体の雇用増大を図る

必要に迫られている。 
（３）目標 

現在、飯塚市では、九州経済産業局、福岡県、そして地元の大学との連

携を密にし、企業誘致活動を行っているところであり、また、抽象的な目

標設定では成果が求められないことから、具体的に５年後の数値目標を設

定し、平成１４年９月時点の飯塚市におけるベンチャー企業数が３３社、

生産額が８億円超、ベンチャー企業の雇用者数約２５０人を、５年後の平

成２０年には、それぞれ１００社、５０億円、８００人規模にする具体的

な数値目標を掲げ、その内、コールセンターでの雇用においては１５０人

と定めている。 
 
５ 目標を達成するために行う事業 
 ５－１ 全体の概要 

前述の構想により、飯塚市ではＩＴ産業系に特化した戦略的企業誘致を

展開しており、かなりの雇用増大を見込んでいるが、進出してくるＩＴ企

業等が高度な資質と専門的な技術を持った人材を求めているのに対し、地

元では企業ニーズに適応できる人材が不足しているというミスマッチによ

り、思うような地元雇用につながっていないのが現状である。 
よって、本計画ではきめ細やかなコンサルティングにより人材育成を行

う「ワンストップサービスセンターｅ－ＺＵＫＡ」を設置するとともに、



コールセンターに特化した人材育成のための「オペレーター養成講座」を

実施し、求職者の資質の向上を行うことにより、現在、独自に取り組んで

いる新産業創出、企業誘致等の支援事業と相乗させ、その効果の増大を図

るものである。 
５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 
   該当なし 
５－３ その他の事業 
 ５－３－１ 支援措置を受けて行う取組【地域提案型雇用創造促進事業(パ

ッケージ事業)】 
① 実施主体 
  飯塚市雇用開発協議会（構成：福岡県、飯塚市、飯塚商工会議所、

福岡県中小企業団体中央会、近畿大学九州短期大学） 
② 事業内容 
「ワンストップサービスセンターｅ－ＺＵＫＡ」の設置 
◆情報提供 
ＩＴ関連企業への個別訪問による求人情報の収集、及び求職者へ

の提供 
◆スキルアップ研修 
就職サポートセミナー、合同会社面談会の開催 
◆職業相談 
適性診断、職業能力等に関する個人カルテの作成、就業プランの

提供 
     「コールセンターオペレーター養成講座」の開催 
      ◆オペレーター養成講座 
      ◆パソコン操作相談窓口の設置 
   ③ ②の事業の関連性 

   ＩＴ分野の進出企業及び地域企業を対象に企業個別訪問による求

人情報の収集をし、求職者（相談者）に対し、情報提供を行うととも

に、スキルアップ研修等を行うことにより求職者の資質向上に努め、

多くの進出が見込まれるコールセンター業務については、より特化し

たものとして、オペレーター養成研修及び、これに関連するパソコン

操作の相談窓口を設置し、業務に必要な基礎知識・基礎技術を習得さ

せ、スムーズな就職を促進し、地場雇用の創出を図る。 
 ５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 
   飯塚市では“ｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想”の実現に向けて、主に下

記のような取組を行い、新産業創出、企業誘致、人材育成に努めている。 



① 新産業創出支援 
  ◆新技術・新製品開発費への補助 

     ◆研究テーマ探索事業への補助  
     ◆研究開発室使用料の助成 
     ◆起業支援資金の融資 
     ◆インキュベーションマネージャー兼経営コンサル・各種アドバイ

ザーの確保 
② 企業誘致 
福岡県又は飯塚市と立地協定を締結した企業を対象に、福岡県の優遇

措置に(財)福岡県産炭地振興センター助成を上乗せして、企業の分野に
応じた助成を行っている。 
  また、企業誘致アドバイザーと成功報酬付きの委託契約を結び、企

業誘致及び地元企業との取引案件創出を図っている。 
③ 人材育成 
福岡ソフトウェアセンターにて、サン・マイクロシステムズ社認定の

Ｊａｖａ特別講座を受講した市内大学生をプログラマーとしてインタ

ーンシップで受け入れる企業に対して、助成を行っている。 
 

６ 計画期間 
   認定の日から平成２０年３月末まで 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
  本計画は“ｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想”に基づく雇用増大プランに

よる地域再生計画であることから、前述の目標にあるとおり、計画終了後

である平成２０年にベンチャー企業の雇用者数８００人、その内、コール

センターでの雇用においては１５０人という両数値を労働統計において検

証するとともに、事業終了後に検討委員会を設立し、地域再生計画におけ

る取組全体について評価を行うものとする。 
 
８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 
   該当なし 


